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■4月より作成が必要となる
　年次有給休暇管理簿
■平成31年度より
　上限が変更される任意継続
　被保険者の標準報酬月額
■2019年4月より事務手続きが
　大幅に簡素化される
　一括有期事業の手続き

■年次有給休暇の取得義務化に
　関する実務上の注意点

　今年も年度末を迎えます。いろいろと動きが多くなる時期ですが、皆様、然るべき手続きはお済
みでしょうか？

　掲載内容に関してご不明点等があれば、お気軽に当事務所までお問い合わせください。



Roumu 年次有給休暇の取得義務化に
関する実務上の注意点

労働基準法情報 2019年3月号

働き方改革関連法が順次施行されることに伴い、4月から年10日以上の年

次有給休暇（以下、「年休」という）が付与される従業員について、会社は年5日の年休を確実に

取得させることが義務となります。この年休の取得義務化に関する通達が、昨年12月に厚生労働

省より発出されたことから、実務上の注意点を確認しておきましょう。

2.取得義務化の対象者

年休の取得義務化では、従業員に確実に年休を取得させる必要があります。仮に、会社が

指定した取得日に、従業員が取得を希望せず勝手に勤務をするというケースも想定されます。

その場合は、その日について年休を取得したとは判断されません。その結果、年5日の年休

を取得しない従業員が発生したとしても、法違反の指摘を免れることはできません。罰則が

定められた制度であり、法律の施行が4月に迫っていることから、対応に向けてお困りのこ

とがあるときには、当事務所までお気軽にご相談ください。

3.年5日の対象となる年休の単位

1.取得日の指定と就業規則の変更

年休の取得義務化により、会社は年5日の年

休について、従業員に取得を希望する時季を

聞き、その希望を尊重しつつ取得日を指定し、

取得させる必要があります。ただし、従業員

が自ら取得した日数や労使協定による計画的

付与で取得した日数（いずれも取得する予定

の日数を含む）はこの5日から差し引くことが

できます。

なお、今回新設された使用者による時季指

定を行う際には、就業規則に時季指定の対象

となる労働者の範囲や時季指定の方法などを

記載する必要がありますので、就業規則の変

更を忘れずに行うようにしましょう。

今回の取得義務化の対象者には、管理監督

者や年10日以上の年休が付与されるパートタ

イマーも含まれます。また、年度の途中に育

児休業等から復帰した従業員も対象者となる

ため、復帰後に年5日を取得させる必要があり

ます。ただし、復帰した日によっては、年休

を取得させることとなる残りの期間の労働日

数が、会社が取得日の指定を行う必要のある

年休の残日数より少なく、5日を取得させるこ

とが不可能なこともあり、このような場合は

対象になりません。

年休は、1日単位で取得することが原則です

が、通達で半日単位での取得も認められてい

ます。また、労使協定を締結することで時間

単位での取得も認められています。今回の取

得義務化では、半日単位の年休については、

取得義務化となる5日から差し引くことが認め

られます。これに対し、時間単位の年休につ

いては、会社が取得日を指定する年休に含め

ることはできず、従業員が自ら取得したとき

であっても、取得義務化となる5日から差し引

くことはできません。

既に時間単位の年休の制度を導入している

会社はもちろんのこと、年休の取得率を向上

させるため、より柔軟に取得できる時間単位

の年休の導入を検討する会社も、導入前にこ

の点を押さえておきましょう。

社会保険労務士佐藤秀樹事務所



【ワンポイントアドバイス】
1. 4月よりすべての会社に年休管理簿の作成が義務付けられる。

2. 年休管理簿には、労働者ごとに年休を取得した日、基準日、取得日数を記載する。

3. 年休管理簿は、年休を付与する期間中および期間満了後3年間の保存義務がある。

Roumu

会話で学ぶ人事労務管理の勘どころ 2019年3月号

このコーナーでは、人事労務管理で頻繁に問題になるポイントを、社労士とその顧問先の
総務部長との会話形式で、分かりやすくお伝えします。

4月より作成が必要となる
年次有給休暇管理簿

4月より年10日以上の年次有給休暇（以下、「年休」という）が付与される
従業員に対し、年休を付与した日（基準日）から1年以内に少なくとも5日の
年休を取得させることが必須になると聞きました。今のところ最初から年休
の取得日を会社が指定するのではなく、従業員が自主的に5日の年休を取得
することにより対応したいと考えています。よって従業員が確実に年次有給
休暇を取得するための管理が必要だと考えています。

総務部長そうですね。全従業員が自主的に5日以上の年休を取得できれば問題はありま
せんが、1人でも5日未満の従業員がいると法違反になります。まずは5日以上
の年休を確実に取得するように周知するとともに、基準日から一定期間が過
ぎたときに、取得日数が5日に満たない従業員を洗い出す必要があるでしょう。
その後、必要に応じて会社が取得時季を指定する方法も考えることになりま
す。

社労士 なるほど。そのような流れになると、年休の取得日数の管理が重要になりま
すね。

そうですね。そのような方法ができると比較的、手間を掛けずに年休管理簿
の作成・保存をすることへの対応が終わりそうですね。法律で作成・保存が
必要な帳簿に年休管理簿が加わることで、今後、労働基準監督署の調査が行
われるときに、賃金台帳や出勤簿とともに提出が求められることが想定され
ます。そのような視点においても確実な作成・保存をお願いします。

はい。今回の法改正で、会社には年次有給休暇管理簿（以下、「年休管理
簿」という）を作成し、3年間保存することが義務となりました。年休管理簿
には従業員ごとに、①年休を取得した日、②基準日、③基準日から1年以内に
取得した年休の日数を記載することになります。決められたフォーマットは
ないため会社ごとに自由に作成でき、労働者名簿や賃金台帳とあわせて作成
することも認められています。

なるほど。現在は勤怠を管理するためのシステムを導入しており、そのシス
テム上で従業員が年休取得の申請を行う流れになっています。システムで従
業員ごとの基準日を設定することにより、勤続年数に応じた年休日数の付与
も自動的に行われるため、このシステムから年休管理簿が出力できるかを確
認しようと思います。

社会保険労務士佐藤秀樹事務所



従業員が会社を退職し、健康保険の被保険

者資格を喪失した後に利用できる健康保険の

選択肢は、主に①任意継続被保険者となる、

②健康保険の被扶養者となる、③国民健康保

険の被保険者となるの3つがありますが、そ

れぞれ加入資格や保険料の負担額が異なりま

す。

会社を退職して資格を喪失した後でも、退

職日までに継続して2ヶ月以上の被保険者期

間があれば、退職日の翌日から20日以内に申

請することで任意継続被保険者になることが

できます。その際の保険料は退職時の退職者

自身の標準報酬月額により決定されますが、

前年9月30日（※）における協会けんぽの全

被保険者の標準報酬月額の平均額を標準報酬

月額の基礎となる報酬月額とみなしたときの

標準報酬月額が上限となっています。なお、

在職中は保険料を会社と折半で負担していま

したが、退職後は任意継続被保険者が全額を

負担します。加入できる期間は最長2年間で

す。

※1月から3月までの標準報酬月額については、前々年

2.の上限は毎年度見直されることとなって

おり、平成31年度は全被保険者の標準報酬月

額の平均額が291,181円になったことに伴い、

上限となる標準報酬月額が28万円から30万円

に引き上げられることになりました。

今回の変更は、ここ数年に亘る最低賃金の

大幅引き上げや人手不足に伴う賃金の引き上

げが影響しているものと推測されます。なお、

平成31年4月より前に任意継続に加入してい

る被保険者で、標準報酬月額の上限が適用さ

れている人についても自動的に上限の変更が

適用されるため、負担している健康保険料が

増加します。

Roumu 平成31年度より上限が変更される
任意継続被保険者の標準報酬月額

社会保険情報 2019年3月号

2.任意継続被保険者とは

3.平成31年度の標準報酬月額の
3.上限変更

会社を退職する従業員が退職後に加入できる健康保険は複数あります。

その一つが退職前に加入していた健康保険に退職者が任意で継続的に加入する「任意継続」です。

今回、この制度における保険料の上限が変更となることから、制度の概要と変更点をまとめてお

きましょう。

任意継続被保険者の手続きは退職後のことであるため、通常従業員が自分で行うものです

が、従業員から任意継続をする際の保険料等について会社に問い合わせがくることもありま

す。アドバイスできるように任意継続の仕組みを理解しておくとよいでしょう。また、任意

継続被保険者となる手続きは会社を管轄する都道府県支部ではなく、従業員の住所地にある

協会けんぽの都道府県支部で行うため、この点についても伝えておくとよいでしょう。なお、

健康保険組合に加入している方については、組合ごとに標準報酬月額の上限が異なるため、

組合へご確認ください。

1.退職後の健康保険

社会保険労務士佐藤秀樹事務所



有期事業は、その事業ごとに労働保険の成

立手続きを行う必要があります。ただし、そ

れぞれの有期事業が次のすべての要件に該当

したとき、それらの事業は法律上、一つの事

業とみなされ、継続事業と同様に保険料の申

告等を行うことになります。これを一括有期

事業と呼んでいます。

一括有期事業においてそれぞれの事業を開

始したときには、翌月10日までに一括有期事

業開始届を所轄の労働基準監督署長に提出す

る必要があります。

今回の改正では、一括有期事業開始届が廃

止され、2019年4月1日以降に開始する有期事

業は、提出が不要となります。

1.の⑤に挙げたとおり、一括有期事業が可

能となる事業には、地域要件が定められてお

り、定められた地域の

範囲外で行われる事業

は一括することができ

ず、個別に有期事業と

して労働保険の事務手

続きを行う必要があり

ます。

この地域要件も廃止され、2019年4月1日以

降に開始する有期事業は、遠隔地で行われる

有期事業も含めて一括して事務手続きを行う

ことができます。

Roumu 2019年4月より事務手続きが大幅に
簡素化される一括有期事業の手続き

労働保険情報 2019年3月号

労働保険では、本店、支店、工場、事務所のように、一つの経営組織と

して独立性を持った経営体を「事業」とし、その事業ごとで適用を行うことを原則としています。

この事業は、事業の性質上、事業の期間が予定されているか否かにより、継続事業と有期事業に

分けられます。建設の事業や立木の伐採の事業等は、一定の目的を達するまでの間に限り活動を

行う事業であり、有期事業に分類されます。2019年4月から、この有期事業に関する事務手続き

が一部変更になることから、変更内容を確認しておきましょう。

有期事業が多くある企業では、一括有期事業開始届を毎月作成し、届出することの事務手

続きの負担はかなり大きいものです。また、広域で有期事業を行っている企業では地域要件

を満たすことができない有期事業について一括することができず、この事務手続きの負担も

かなり大きいものでした。変更点を踏まえ、適切な事務手続きを進めることにしましょう。

1.一括有期事業の対象となる事業

3.一括有期事業の地域要件の廃止

2.一括有期事業開始届の廃止

①事業主が同一人であること。
②建設の事業または⽴⽊の伐採の事業であること。
③事業の規模について、概算保険料額が160万
円未満であって、かつ、建設の事業においては、
請負⾦額（消費税額を除く）が1億8,000万
円未満、⽴⽊の伐採の事業においては、素材
の⾒込⽣産量が1,000⽴⽅メートル未満であ
ること。

④建設の事業においては、事業の種類が、労災
保険率表における事業の種類と同一であること
（一部例外あり）。
⑤事業に係る保険料納付の事務所が同一で、か
つ、一括事務所の所在地を管轄する都道府
県労働局の管轄区域、またはそれと隣接する
都道府県労働局の管轄区域内で⾏われるも
のであること（地域要件）。

社会保険労務士佐藤秀樹事務所



全都道府県で減少

Keiei

経営情報 2019年3月号

国内企業の数は減少を続けています。ここでは、2018年12月に発表された

資料※などから、都道府県別に中小企業等の増減をみていきます。

都道府県別にみる中小企業の数

※中小企業庁「中小企業の企業数・事業所数」
中小企業の定義は次のとおりです。製造業、建設業、運輸業その他の業種は資本金3億円以下又は常用雇用者規模300人

以下（ゴム製品製造業は、常用雇用者規模900人以下）。卸売業は資本金1億円以下又は常用雇用者規模100人以下。サー
ビス業は資本金5000万円以下又は常用雇用者規模100人以下（ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業は、資本金3億
円以下又は常時雇用者規模300人以下、旅館・ホテル業は、常時雇用者規模200人以下）。小売業は資本金5000万円以下又
は常用雇用者規模50人以下。詳細は次のURLのページから確認いただけます。
http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/chu_kigyocnt/index.htm

減少を続ける中小企業等の数

中小企業庁の発表によると、2016年の中小

企業・小規模事業者（以下、中小企業等）の

数は357.8万者で、2014年に比べて6.1％減少

しました。なお2014年の時点でも、2012年に

比べて1.1％の減少となっています。

2016年の都道府県別の中小企業等の数と

2014年からの増減をまとめると、下表のとお

りです。中小企業等の数は東京都と大阪府、

愛知県で20万者を超えています。増減率をみ

ると、中小企業等と小規模事業者ともに、す

べての都道府県で減少していることがわかり

ます。

後継者不在や人手不足、売上の減少など、

課題を抱える中小企業は少なくないでしょう。

新年度をむかえるこの時期から、中小企業向

けに補助金や税制などの新しい施策も始まり

ます。自社に役立ちそうな施策があれば、積

極的に活用されてはいかがでしょうか。

中小企業等 増減率 うち小規模事業者 増減率 中小企業等 増減率 うち小規模事業者 増減率
総計 3,578,176 -6.1 3,048,390 -6.3 三重県 51,486 -6.1 44,188 -6.5
北海道 141,386 -6.4 120,299 -6.5 滋賀県 34,608 -5.2 29,578 -5.3
⻘森県 39,824 -4.9 34,417 -5.2 京都府 79,023 -6.7 68,022 -6.9
岩手県 37,235 -3.7 32,022 -3.7 大阪府 270,874 -7.5 227,963 -7.7
宮城県 59,314 -3.8 50,049 -4.0 兵庫県 144,748 -6.4 122,808 -7.0
秋田県 33,096 -5.7 28,833 -6.0 奈良県 31,526 -5.3 27,128 -5.6
山形県 38,726 -5.3 33,879 -5.7 和歌山県 34,367 -5.2 30,242 -5.8
福島県 58,639 -4.8 50,943 -4.9 鳥取県 16,059 -6.2 13,690 -6.9
茨城県 79,443 -5.7 69,352 -5.9 島根県 22,167 -5.8 19,260 -6.1
栃⽊県 60,058 -5.4 52,610 -5.6 岡山県 52,368 -5.2 44,595 -5.1
群馬県 64,907 -5.6 56,623 -6.0 広島県 82,962 -5.1 70,693 -5.2
埼玉県 161,341 -6.3 139,968 -6.5 山口県 38,933 -5.0 33,187 -5.4
千葉県 120,789 -6.3 103,338 -6.4 徳島県 25,345 -5.8 22,333 -6.2
東京都 413,408 -7.7 336,759 -7.6 香川県 30,883 -5.7 26,628 -6.1
神奈川県 187,428 -6.3 158,796 -6.3 愛媛県 43,500 -5.2 37,666 -5.9
新潟県 76,136 -5.4 66,191 -5.8 高知県 24,997 -5.2 22,054 -5.5
富山県 34,613 -5.7 29,571 -6.1 福岡県 135,052 -5.6 112,884 -5.7
石川県 40,430 -5.6 35,032 -5.8 佐賀県 24,423 -4.3 20,817 -4.6
福井県 29,210 -4.6 25,413 -4.9 ⻑崎県 41,793 -4.5 36,201 -4.4
山梨県 30,677 -5.6 27,179 -6.0 熊本県 47,815 -9.3 40,955 -9.6
⻑野県 73,189 -5.4 64,708 -5.7 大分県 34,711 -5.4 29,853 -5.5
岐阜県 70,731 -5.0 61,315 -5.3 宮崎県 34,819 -5.7 30,141 -6.0
静岡県 119,807 -6.0 103,900 -6.4 ⿅児島県 49,915 -5.3 43,624 -5.5
愛知県 208,310 -5.6 172,235 -6.3 沖縄県 47,105 -4.2 40,448 -4.3

中小企業庁「中小企業の企業数・事業所数」より作成

2016年の中小企業等の数と2014年からの増減率（者、％）

社会保険労務士佐藤秀樹事務所



安定性や完成度が高く、一時期は会社や個

人のパソコンのほとんどで利用され、Window

s8がリリースされても、その地位は揺るがな

いほどであったWindows7ですが、ついにマイ

クロソフトによるサポートが終了します。

現在のシェアは、Windows10が約60％、Win

dows7が約30％で、まだまだ現役で活用され

ています。サポート終了まで残り1年をきっ

ていますので、まだWindows7を利用している

企業は、ぜひ変更を検討しましょう。

マイクロソフトのサポートが終了すると、

Windows7にセキュリティの問題が発見されて

も、修正プログラムを提供してもらえなくな

ります。

セキュリティの問題がある状態で放置すれ

ば、悪意を持った攻撃者がその問題点を突き、

パスワードやクレジットカード情報などのの

ぞき見だけでなく、パソコンに攻撃用のウィ

ルスを仕込まれ、間接的に犯罪に巻き込まれ

る可能性もあります。

また、マイクロソフト製ではないソフト

ウェアも、Windows7への対応を終了するため

利用できなくなり、業務に支障が出るでしょ

う。

業務での利用であれば、Windows7からの切

替候補は一択で、Windows10です。また、パ

ソコンの買い替えがもっともスムーズです。

Windows10へ無償アップグレードする方法

もまだ残っているようですが、Windows10で

は、パソコン自体に高い性能が求められるた

め、安定した状態で利用するためには、買い

替えをお勧めします。

Windows10は、毎年春と秋に大型のアップ

デートが行われていますので、これにより、

高いセキュリティが保たれ、安定性と高速な

動きが維持されます。また、ほとんどのソフ

トウェアはWindows10に対応しています。

Windows7パソコンを業務で使っているなら、

必ず対応が必要になります。

マイクロソフトではWindows7利用者向けに

末尾のページを公開し、Windows10への移行

を呼びかけていま

す。Windows7をご

利用の企業は、こ

ちらの情報も確認

いただくとよいで

しょう。

◆Windows7をお使いの企業の皆様へ今すぐお伝えしたい大切なお話
https://www.microsoft.com/ja-jp/business/windows/windows7_migration-windows7users.
aspx
◆ご存じですか? OSにはサポート期限があります! 
https://www.microsoft.com/ja-jp/atlife/article/windows10-portal/eos.aspx

IT

IT情報 2019年3月号

マイクロソフトによるWindows7のサポートが、2020年1月14日に終了しま

す。Windows7を利用している企業では、今年中に対応が必要になります。

Windows7のサポートが
2020年1月に終了します

マイクロソフトによるサポートの終了

サポートが終了すると困ること

Windows10への切替

社会保険労務士佐藤秀樹事務所



今月は、個人の確定申告期限であると同時に、3月決算の会社にあっては、年度最終時期で
す。もれのないように処理をしましょう。

１．国外財産調書の提出

２．財産債務調書の提出

３．確定申告の税額の延納の届出書

４．個人の青色申告の承認申請

５．所得税の更正の請求

６．新年度の36協定の締結

お仕事備忘録
2019年3月

１．国外財産調書の提出

居住者（非永住者以外の居住者に限られます）が、その年の12月31日時点で、総額5,000万円を超える
国外財産を有している場合には、必要事項を記載した「国外財産調書」をその年の翌年3月15日までに提
出しなければなりません。

２．財産債務調書の提出

平成27年度税制改正で財産及び債務の明細書が見直され、「財産債務調書」の提出が求められる制度が
施行されています。これにより、従来の「その年分の所得金額が2,000万円超であること」に、“かつ、
「その年の12月31日において有する財産の価額の合計額が3億円以上であること、又は、同日において有
する国外転出をする場合の譲渡所得等の特例の対象資産の価額の合計額が1億円以上であること」”が加
わっています。提出期限は、その年の翌年3月15日です。

３．確定申告の税額の延納の届出書

確定申告書の所定の欄に延納税額を書いて提出することにより、その税額につき延納することができま
す。
ただし、納付すべき所得税額の1/2相当額以上を納付期限までに納付することが条件のため、延納申請

できる税額は、納付すべき所得税額の1/2相当額未満となります。なお、納付期限は3月15日、延納期限は
納付した年の5月31日です。

４．個人の青色申告の承認申請

個人の青色申告の承認申請は、原則として青色申告をしようとする年の3月15日までに提出します。た
だし、1月16日以降に新規業務を開始する場合は、業務開始日から2ヶ月以内の申請となります。

５．所得税の更正の請求

確定申告を提出し、その申告期限後に計算の誤り等がある場合については、その申告期限（3月15日）
から5年以内に限り、誤った申告額の訂正を求める更正の請求ができます。

６．新年度の36協定の締結

従業員に法定労働時間を超えて労働させたり、休日労働をさせるためには、36協定を締結し、労働基準
監督署に届け出なければなりません。年度単位で締結している企業も多くあるので、その協定期間を確認
し、更新時期にあたる場合には忘れずに協定の締結と届出を行いましょう。
なお、2019年4月の改正労働基準法の施行にともない、36協定の様式が一部変更となり2019年4月以後

（中小企業は2020年4月以後）の期間のみを定めたときには、新様式を利用することになります。

社会保険労務士佐藤秀樹事務所


